
 

港湾事業の再評価項目調書 
 

 事 業 名 （箇 所 名 ）  航路・泊地整備事業（宇部港 本港地区） 

 実 施 箇 所  山口県宇部市 

 該 当 基 準  再評価実施後、一定期間が経過している事業（経過措置） 

 主 な 事 業 の 諸 元  航路（-13m）、泊地（-13m）、泊地（-12m） 

 事 業 期 間   事業採択  平成9年度  完了  平成30年度 

 総 事 業 費 ( 億 円 )  228  残 事 業 費 ( 億 円 )  138 

 目 的 ・ 必 要 性 バルク貨物、コンテナ貨物を輸送する船舶の大型化に対応した航路・泊地を整備する。 

 便 益 の 主 な 根 拠 【芝中西1号岸壁（-13m）】（バルク貨物） 

船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益(H31年予測取扱貨物量84万トン/年) 

【芝中西2号岸壁（-12m）】（コンテナ貨物） 

船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益(H31年予測取扱貨物量2,654TEU/年) 

輸送貨物の陸上輸送コスト削減便益(H31年予測取扱貨物量4,819TEU/年) 

 基準年度  平成２３年度 

 B：総便益(億円) 337  Ｃ：総費用(億円) 250  全体Ｂ／Ｃ     1.3 

 事 業 全 体 の 
 
 投 資 効 率 性 

 B－Ｃ 87  ＥＩＲＲ(%) 5.4  

 残事業の投資効率性  B：総便益(億円) 195  Ｃ：総費用(億円) 123  継続Ｂ／Ｃ     1.6 

 感 度 分 析                  事業全体のＢ／Ｃ  残事業のＢ／Ｃ 
 需    要（-10％～+10％）    （1.2～1.5）   （1.4～1.7） 
 建 設 費（+10％～-10％）    （1.3～1.4）   （1.5～1.8） 
建設期間（+10％～-10％）    （1.3～1.4）   （1.6～1.6） 

 事 業 の 効 果 等  原材料の輸入や製品の輸出における輸送コストが削減され、我が国産業の国際競争力の向
上に寄与することができ、広範な産業の安定・発展に貢献することができる。 

 社会情勢等の変化 ・平成15年 芝中西２号岸壁（-1２m）にてコンテナ貨物取扱開始 

・平成15年 宇部港が総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定 

・平成21年4月から平成22年5月の間コンテナ航路運休、平成22年6月から再開 

・平成23年 宇部港・徳山下松港が国際バルク戦略港湾(石炭)に選定 

 主な事業の進捗状況  総事業費228億円、既投資額91億円。平成23年度末時点 事業進捗率40％ 

 事業の進捗の見込み  平成30年度に完成予定 

 コスト縮減や代替案 
 立 案 等 の 可 能 性 

事業計画の見直しで近隣の土砂処分場確保が可能となり、約15億円のコスト縮減 

 対 応 方 針 （原 案 ）  継続 

 対 応 方 針 理 由  十分な事業の投資効果が確認され、港湾利用者からも早期完成が強く要望されているため。 
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 そ の 他 （その他の指標による効果） 
・安価な原材料の輸入や製品の輸出が可能となり、我が国産業の国際競争力が向上し、雇
用が確保されるとともに、基礎素材を使用する広範な産業の発展に寄与する。 
・背後企業（化学工業関係等）の新規投資が見込まれ、専用貨物（石炭輸入560万トン）の輸
送コスト削減も図れるなど、地域産業が活性化することによる税収の増加が期待される。 
・海上輸送及び陸上輸送効の率化により、排出ガスの低減が図られる。 
(その他事項) 
・国際バルク戦略港湾の選定を受け、官民連携の深化等を通じ、今後の更なる物流の効率
化や民間企業の国内投資の誘発や雇用の創出が期待される。 
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平成平成2233年年1010月月

国土交通省国土交通省 中国地方整備局中国地方整備局

宇部港本港宇部港本港地区地区
航路・泊地整備航路・泊地整備事業事業 再評価再評価
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１１．事業位置図．事業位置図

国際拠点港湾

重要港湾

宇部港

山 口 県

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

宇部港

沖の山地区
芝中地区

工業運河地区

本港地区

事業位置

東見初地区
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２２．．宇部港概要宇部港概要

セントラル硝子

チタン工業

宇部興産宇部本社

宇部ケミカル工場東地区

宇部ケミカル工場西地区

協和発酵キリン㈱

ｴﾑｼｰ・ﾌｧｰﾃｨｺﾑ㈱

宇部エムス(有)

ウベボード㈱宇部マテリアルズ㈱

萩森興産㈱

㈱宇部スチール

沖の山コールセンター

宇部セメント工場

○宇部市内の主要企業

約１万人※の

雇用を創出
※ 出典：経済産業省工業統計調査（H21確報値）

製造品出荷額等約４，８００億円※（山口県全体の約９％）

化学工業

窯業・土石製品製造業

鉄鋼業

倉庫業

立地する主要企業の平成20年以降の設備投資 約２００億円
今後、更なる投資が予定されている。

出典：各社HP等公表資料を基に宇部港湾・空港整備事務所算出

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

宇部ｱﾝﾓﾆｱ工業(有)
本港地区

芝中地区

東見初地区沖の山地区

工業運河地区
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宇部港取扱貨物量（平成22年（速報値））は、3,102万トンであり、その内石炭の取扱いが約900
万トンと全体貨物の約29％を占めており、石炭取扱量は全国第５位である。

また、沖の山コールセンターは一般炭の輸入中継基地として国内最大級の規模（貯炭能力250
万トン）を誇り、石炭をエネルギー源とする製造業の競争力強化に寄与している。

平成23年5月には、石炭の国際バルク戦略港湾の選定を受け、更なる港湾機能の高度化と石
炭利用企業の国際競争力強化が期待されている。

その他 2%

３３．．宇部港の利用状況宇部港の利用状況

○宇部港の取扱貨物量

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

窯業品
47%

セメント
21%

化学薬品
12%

化学肥料
10%

鉄鋼
8%

石炭
50%

原油
46%

石油製品
24%

石炭
22%

セメント
21%

石灰石
15%

重油
6%

その他
12%

その他 4%

化学薬品
29%

再利用資材
27%

原油
10%

砂利、砂
6%

重油
5%

その他
22%

H22年

輸出貨物量
272万トン

H22年

輸入貨物量
1,135万トン

H22年

移出貨物量
1,435万トン

H22年

移入貨物量
260万トン

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22速報値出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値

※取扱貨物量の約９割が専用埠頭で取り扱われている。

宇部港取扱貨物量の推移

318 364 367 349 292 260

1,499 1,563 1,696 1,592
1,432 1,435

1,163
1,230

1,327
1,298

1,112 1,135

248
238

236
269

260 272

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22

(万トン)

移入 移出

輸入 輸出
3,228

3,395
3,625

3,509

3,096 3,102
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３３．．宇部港の利用状況宇部港の利用状況

便益対策施設

芝中西2号岸壁(－12m)：コンテナ

沖の山岸壁（－10m）：バルク背後企業群

芝中岸壁（－7.5m･－10m）：バルク

便益対象施設

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

※ 国際バルク戦略港湾の選定（H23.5）を受け、官民連携の深化等を通じ、今後の更なる物流の
効率化や民間企業の国内投資の誘発や雇用の創出等が期待される。

A社専用岸壁（－13m）：バルク
本港地区

芝中地区

沖の山地区

工業運河地区

東見初地区

芝中西1号岸壁（－13m）：バルク

便益対象施設
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４．宇部港の課題４．宇部港の課題

○船舶の大型化への対応（航路・泊地能力不足）

岸壁(-12m)

岸壁(-13m)

・事業着手時は航路水深（-９m）

→航路・泊地の水深不足により、大型船が利用できず、高い物流コストを強いられ

ている。

岸壁(-10m)

岸壁(-10m)

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

航路(-13m)
(事業着手時は水深-9m)
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５５．．事業の目的事業の目的

課題 ： 供用中の芝中地区の既存岸壁に対して、航路・泊地の水深が

不足しており、大型船が利用できず、非効率な輸送を強いられ

ている

宇部港本港地区
航路・泊地の整備

【目的】 バルク貨物、コンテナ貨物を輸送する船舶の大型化に

対応した航路・泊地を整備する

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業
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６６．．事業の概要と進捗状況事業の概要と進捗状況

事業の概要と進捗状況

・平成9年度に事業着手

・平成18年に水深-11mで暫定利用開始

・残事業は平成30年度に完了予定

・平成23年度末時点の全体進捗率は40％

■事業の進捗状況（事業期間：平成9年度～平成30年度）

40%138億円91億円228億円全 体

7%3億円0億円3億円泊地(-12m)

63%25億円42億円67億円泊地(-13m)

30%110億円48億円158億円航路(-13m)

進捗率残事業既投資額全体事業費施設名

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。

泊地
(-13m)

泊地
(-12m)

-12m岸壁
(1バース供用中)

-13m岸壁
(1バース供用中)

航
路

(-13m)

東見初地区

沖の山地区

本港地区

芝中地区

工業運河地区

3億円事業費

泊地(-12m)

158億円事業費

航路(-13m)

67億円事業費

泊地(-13m)

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

直轄事業1
0



芝中西1号岸壁(-13m)における
鉱産品〈輸入〉取扱量の推移

185,000
135,000

149,989
160,043

119,135

182,191

71,502 78,869

240,000

140,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H27
推計

H31
推計

(トン)

425,000

275,000

芝中西1号岸壁(-13m)における
林産品〈輸入〉取扱量の推移

100,000

50,000

18,502

40,865

24,109

5,977

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H25
推計

H31
推計

(トン)

７７．．事業の効果①事業の効果①

■取扱貨物の需要推計【芝中西1号岸壁(-13m) 】（バルク貨物）
○芝中西1号岸壁（-13m)における取扱貨物量は、実績及び企業ヒアリング等により84万トン/年が見込まれる。

・従来貨物である鉱産品の輸入（石炭、原塩等）が増加（過去5カ年平均14万トン→H31年19万トン）。

・その他新たな貨物として、林産品の輸入（PKS：ﾊﾟｰﾑｶｰﾈﾙｼｪﾙ）、鉱産品の輸入（ブリケット）、化学工業品

の輸出（硫安）で65万トンの取り扱いが見込まれる。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値

写真提供：宇部興産㈱

出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値
写真提供：(財)石炭エネルギーセンター

PKS※：背後企業では、石炭の代替エネルギーとして、PKSの導入について現在実証実験中。
将来的には100万トン以上のPKS供給体制を整える予定であり、そのうちの一部を本岸壁で取り
扱う。 ※パーム椰子の種から核油を搾取した後の殻で、一般炭の代替燃料

ﾌﾞﾘｹｯﾄ※：背後企業では、石炭の代替エネルギーとしてブリケットの導入を計画中であり、将来的に本岸壁で
取り扱う。 ※低品位炭改質技術により瀝青炭並に改質した一般炭の代替燃料

PKS

PKS ブリケット ブリケット

1
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2,654

578
2,025342

3,2132,8973,2153,200

4,819

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H31
推計

(TEU)

8,051

コンテナ貨物〈輸出入〉取扱個数の推移

７７．．事業の効果②事業の効果②

■取扱貨物の需要推計【芝中西2号岸壁(-12m) 】（コンテナ貨物）
○現在、韓国航路（週1便）が就航しており、過去4年間の平均で約3,100TEUの取扱いがある。

今後も、過去平均値程度の取扱いが想定されることから、将来貨物量を約2,700TEU（平成17年～平成20年

平均値：基幹航路へのﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ分を除く）として設定。

○現在、宇部港では行政、関係企業等が中国航路開設に向けた取り組みを進めており、航路の増深を契機

に現在他港を利用しているコンテナ貨物の一部約4,800TEUの取扱いが見込まれる。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

※出典：山口県港湾課資料より宇部港湾・空港整備事務所作成 ※H22は速報値

韓国航路貨物
（ﾄﾗﾝｼｯﾌﾟ分を除いた平均値）

※平成21年4月～平成22年5月間は運休のため、取扱量が減少。平成22年6月より運航再開

中国航路貨物

宇部港背後地域にて発生・消費する
中国航路のコンテナ貨物 (H20)

［約11,000TEU ］

宇部港背後地域にて発生・消費する
中国航路のコンテナ貨物 (H20)

［約11,000TEU ］

宇 部 港宇 部 港

北九州港
［約8,700TEU］

その他
［約2,300TEU］

８０％ ２０％

現在
中国航路なし

宇部港-12m航路が

整備された後、約半
数が宇部港にシフト

宇部港-12m航路が

整備された後、約半
数が宇部港にシフト

中 国中 国

※宇部港背後地域にて発生・消費する貨物の利用港の割合は、H20コンテナ貨物流動調査より

※宇部港背後地域にて発生・消費する貨物量は、同調査結果からの年間推計値

1
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７７．．事業の効果③事業の効果③

○大型船舶による輸送効率化（海上輸送費用削減便益）

黒髪島

本港地区航路（-13m）、泊地（-13m）、泊地（-12m）の整備により、大型船舶の入港が
可能となり、年間１６.８億円の海上輸送費用が削減される。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

１６．８億円/年削減額

１５．６億円/年with

３２．４億円/年without

海上輸送コスト

保管用地

相手港
（米国、豪州、東南アジア等）

宇部港（本港地区）
水深12m、13m

海上輸送
4万DWT級貨物船

3万DWT級コンテナ船

宇部港（本港地区）
水深9m

相手港
（米国、豪州、東南アジア等）

保管用地

荷主（宇部港 背後企業）

Without時With時

陸上輸送
往復 10km

船舶の大型化による
海上輸送コスト削減額

１６.８億円/年

荷主（宇部港 背後企業）

陸上輸送
往復 10km

海上輸送
1万DWT級貨物船

2万DWT級コンテナ船

■対象貨物
バルク貨物：84万トン
コンテナ貨物：約2,700ＴＥＵ
（韓国航路）

1
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７７．．事業の効果④事業の効果④

本港地区航路（-13m）、泊地（-13m）、泊地（-12m）等の整備により、中国航路船舶の
利用が可能となり、年間１.８億円の陸上輸送費用が削減される。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

○中国航路コンテナ貨物の輸送効率化（陸上輸送費用削減便益）

１．８億円/年削減額

０．９億円/年with

２．８億円/年without

陸上輸送コスト

荷主（宇部港 背後企業）

Without時With時

陸上輸送
往復 10km

宇部港（本港地区）
保管用地

相手港
（中国）

宇部港（本港地区）
水深12m

北九州港(太刀浦地区）
水深12m

陸上輸送コスト削減額
１.８億円/年

荷主（宇部港 背後企業）

陸上輸送
往復 96km

相手港
（中国）

海上輸送
3万DWT級

北九州港（太刀浦地区）
保管用地

海上輸送
3万ＤWT級

■対象貨物
コンテナ貨物：約4,800ＴＥＵ
（中国航路）

1
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18t-c/年

174t-c/年

90％削減

陸上輸送効率化による効果

ＣＯ２排出量 ＮＯＸ排出量

3t/年

90％削減

1t/年

７７．．事業の効果⑤事業の効果⑤

○環境負荷の軽減

■その他の効果

◇海上輸送

・本プロジェクトの実施により、貨物の海上輸送
の効率化が図られ、 CO2が 約39％、NOｘが約
27％削減する。

◇陸上輸送

・本プロジェクトの実施により、コンテナ貨物の陸上
輸送の効率化が図られ、CO2が 約 90％、NOｘが約
90％削減する。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

1 683t-c/年

14，520t-c/年

23，605t-c/年
年

39％削減

海上輸送効率化による効果

ＣＯ２排出量 ＮＯＸ排出量

1，842t/年

27％削減
1，352t/年

1
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７７．．事業の効果⑥事業の効果⑥

黒髪島

■その他の効果

○地域産業の安定・発展に貢献

・安価な原材料の輸入や製品の輸出が可能となり、我が国産業の国際競争力が向上し、雇用が確保さ
れるとともに、基礎素材を使用する広範な産業の発展に寄与する。

・背後企業（化学工業関係等）の新規投資が見込まれ、専用貨物（石炭輸入560万トン）の輸送コスト削
減も図れるなど、地域産業が活性化することによる税収の増加が期待される。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

1
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８．コスト縮減等の方策８．コスト縮減等の方策

■事業コストの削減

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

・土砂処分地を確保できていない一部の浚渫土砂は、民間企業と協議・調整した結果、民間用地内に処分
することが可能となった。

・これにより、約15億円（全体事業費の約8%）のコスト縮減が可能となる。

西沖の山地区
民間用地内

海洋投入

浚渫 土砂運搬

約250km

約5km

土砂処分先

調整前（土砂処分先：海洋投入）

浚渫 土砂運搬 土砂処分先

調整後（土砂処分先：西沖の山地区民間用地内）

1
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(50.0)

(30.0)

(10.0)

10.0

30.0

50.0

H9 H14 H19 H23 H30 H35 H40 H45 H50 H55 H60 H65 H70 H75 H80

初期投資費用
管理運営費
便益
事業費現在価値
便益現在価値

９．投資効果９．投資効果

■費用便益分析結果 ■感度分析結果（B/Cによる分析）

37億円37億円陸上輸送コスト削減便益

1.61.3費用便益比 (B/C)

72億円87億円純現在価値 (B-C)

158億円300億円海上輸送コスト削減便益

195億円337億円便益 (B)

8億円8億円管理運営費

115億円242億円事業費

123億円250億円費用 (C)

残事業事業全体項 目

※端数処理のため、各項目の金額の和は必ずしも合計とはならない。
※本表中の額は、平成23年度を基準年として現在価値化した後のものである。

1.61.61.41.3事業期間

1.81.51.41.3事業費

1.41.71.21.5需要量

-10％+10％-10％+10％

残事業事業全体
要因

費用便益分析の結果

○純現在価値(B-C)=87億円

○費用便益比(B/C)=1.3

となり、十分な投資効果があることが確認された。

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

事業費

事業期間

暫定利用開始（H18～）
10,000DWT→18,000DWTへ船舶が大型化

事業全体における便益

管理運営費

完成後の評価期間（50年）

億円

再評価時(H23）

1
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１０．今後の１０．今後の対応対応方針（原案）方針（原案）

（１）再評価の視点
①事業の必要性等の視点

1）事業を巡る社会経済情勢等の変化

◇平成15年 芝中西2号岸壁(-12m)にてコンテナ貨物取扱開始
◇平成15年 宇部港が総合静脈物流拠点港（ﾘｻｲｸﾙﾎﾟｰﾄ）に指定
◇平成21年4月から平成22年5月の間、韓国航路運休、平成22年6月から再開
◇平成23年 宇部港･徳山下松港が国際バルク戦略港湾(石炭)に選定

2）事業の投資効果

◇費用便益比（B/C）＝1.3（事業全体） 1.6（残事業）

3）事業の進捗状況

◇総 事 業 費：228億円（既投資額：91億円）
◇残 事 業 費：138億円
◇事業進捗率：40％（平成23年度末時点）

②事業の進捗の見込み

◇平成30年度完了予定

③コスト縮減や代替案立案等の可能性

◇事業計画の見直しで、近隣の土砂処分場確保が可能となり、約15億円のコスト縮減。

（２）港湾管理者への意見照会結果

◇対応方針（原案）については異存なし。引き続き、早期完成に向けて、コストの縮減等を考慮の上、事業を進めていただきたい。

【今後の対応方針（原案）】

上記①、②の各視点により、効果が十分に見込まれると判断でき、港湾利用者からも早
期完成が強く要望されていることから継続が妥当継続が妥当

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

1
9



＜参考資料＞＜参考資料＞

１.３１.７
費用対効果

(B/C)

取扱貨物需要の見直し
現在価値化の基準年変更（H18→H23)
解説書原単位の変更のため

３３７億円３３６億円総便益(B)

総事業費の見直し、現在価値化の基準年変更
（H18→H23)のため

２５０億円１９８億円総費用(C)

数量精査及び土砂処分手法の見直しのため２２８億円１８５億円
総事業費

（現在価値化前）

事業計画見直しのため
平成９年度

～平成３０年度
平成９年度

～平成２９年度
事業期間

変更なし
航路 （-13m）
泊地 （-13m）
泊地 （-12m）

航路 （-13m）
泊地 （-13m）
泊地 （-12m）

事業施設

（H23再評価）（H18再評価）
変化要因

今回評価前回評価
事 項

宇部港本港地区
航路・泊地整備事業

■前回評価時との比較（全体事業）■前回評価時との比較（全体事業）

2
0



宇部港本港地区航路・泊地整備事業

〔費用便益比（Ｂ／Ｃ）算定等資料〕
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【参考資料１】

平成 23 年度

山口県

事業名(箇所名)
航路・泊地整備事業
（宇部港 本港地区）

担当課 本省港湾局計画課

　港湾 （　港湾整備事業 ） 事業評価カルテ（再評価）

事業
主体

中国地方整備局

担当課長名 松原　裕

主な事業の諸元

航路(-13m)、泊地（-13m)、泊地（-12m)

該当基準 再評価実施後、一定期間が経過している事業（経過措置）

実施箇所

カルテ表示項目

山口県宇部市

検索対象都道府県指定（複数可）

完了 平成 30事業期間 事業採択 平成 9 年度

総事業費（億円） 228 残事業費(億円) 138

年度

便益の主な根拠

【芝中西1号岸壁(-13m)】（バルク貨物）
船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益（H31年予測取扱貨物量84万トン/年）
【芝中西2号岸壁(-12m)】（コンテナ貨物）
船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益（H31年予測取扱貨物量2,654TEU/年）
輸送貨物の陸上輸送コスト削減便益(H31年予測取扱貨物量4,819TEU/年)

目的・必要性

バルク貨物、コンテナ貨物を輸送する船舶の大型化に対応した航路・泊地を整備する。

事業全体の
投資効率性

基準年度 平成 23

B:総便益(億円) 337 C:総費用(億円)

年度

全体B/C 1.3 B-C250 87 EIRR (%) 5.4

残事業の投資効率性 B:総便益(億円) 195 C:総費用(億円) 123 継続B/C 1.6

感度分析

事業全体のＢ／Ｃ 残事業のＢ／Ｃ

需　　要（-10%～+10%） （ 1.2 ～ ～ 1.7 ）1.5 ） （ 1.4

建 設 費（+10%～-10%） （ 1.3 ～ ～ 1.8 ）1.4 ） （ 1.5

建設期間（+10%～-10%） （ 1.3 ～

事業の効果等

原材料の輸入や製品の輸出における輸送コストが削減され、我が国産業の国際競争力の向上に寄与する
ことができ、広範な産業の安定・発展に貢献することができる。

～ 1.6 ）1.4 ） （ 1.6

主な事業の
進捗状況

総事業費228億円、既投資額91億円
平成23年度末時点　事業進捗率40%

社会経済情勢等
の変化

・平成15年　芝中西2号岸壁（-12m）にてコンテナ貨物取扱開始
・平成15年　宇部港が総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）に指定
・平成21年4月から平成22年5月の間コンテナ航路運休、平成22年6月から再開
・平成23年　宇部港・徳山下松港が国際バルク戦略港湾(石炭)に選定

コスト縮減や
代替案立案等の可
能性

事業計画の見直しで近隣の土砂処分場確保が可能となり、約15億円のコスト縮減

主な事業の
進捗の見込み

平成30年度に完成予定。

対応方針 継続

対応方針理由
十分な事業の投資効果が確認され、港湾利用者からも早期完成が強く要望されているため。

貨幣換算が困難な
効果等による評価

評価の観点 貨幣換算が困難な効果

環境 海上輸送及び陸上輸送の効率化により、排出ガスの低減が図られる。

国際競争力強
化・物流効率化

・安価な原材料の輸入や製品の輸出が可能となり、我が国産業の国際競争力が向上
し、雇用が確保されるとともに、基礎素材を使用する広範な産業の発展に寄与する。
・背後企業（化学工業関係等）の新規投資が見込まれ、専用貨物（石炭輸入560万トン）
の輸送コスト削減も図れるなど、地域産業が活性化することによる税収の増加が期待さ
れる
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【参考資料２】

 （宇部港本港地区）航路・泊地整備プロジェクト　 （宇部港本港地区）航路・泊地整備プロジェクト　
費用便益分析シート(割引前) 費用便益分析シート(割引後)

EIRR= 5.4% NPV= 87 億円
B/C= 1.3

（億円） （億円）

初期投資
費用

運営・維持
コスト

再投資費
用 総費用（C）

海上輸送費
削減便益

陸上輸送費
削減便益 残存価値

総便益
（B）

初期投資・
更新投資

運営・維持
コスト

再投資費
用 総費用（C）

海上輸送
費削減便

益

陸上輸送
費削減便

益 残存価値 総便益　（B）
純便益
（B-C）

H8 1996 1996
H9 1997 0.2 0.2 -0.2 1997 1.7 1.0 0.3 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0 -0.3

H10 1998 2.2 2.2 -2.2 1998 1.7 1.0 3.8 0.0 0.0 3.8 0.0 0.0 0.0 0.0 -3.8
H11 1999 5.0 5.0 -5.0 1999 1.6 1.1 8.6 0.0 0.0 8.6 0.0 0.0 0.0 0.0 -8.6
H12 2000 11.0 11.0 -11.0 2000 1.5 1.1 18.0 0.0 0.0 18.0 0.0 0.0 0.0 0.0 -18.0
H13 2001 23.9 23.9 -23.9 2001 1.5 1.1 38.2 0.0 0.0 38.2 0.0 0.0 0.0 0.0 -38.2
H14 2002 15.0 15.0 -15.0 2002 1.4 1.1 23.3 0.0 0.0 23.3 0.0 0.0 0.0 0.0 -23.3
H15 2003 5.3 5.3 -5.3 2003 1.4 1.1 7.8 0.0 0.0 7.8 0.0 0.0 0.0 0.0 -7.8
H16 2004 3.3 3.3 -3.3 2004 1.3 1.1 4.6 0.0 0.0 4.6 0.0 0.0 0.0 0.0 -4.6
H17 2005 3.9 3.9 -3.9 2005 1.3 1.1 5.2 0.0 0.0 5.2 0.0 0.0 0.0 0.0 -5.2
H18 2006 1.4 1.4 0.6 0.6 -0.8 2006 1.2 1.0 1.8 0.0 0.0 1.8 0.8 0.0 0.0 0.8 -1.0
H19 2007 0.7 0.7 0.6 0.6 -0.1 2007 1.2 1.0 0.8 0.0 0.0 0.8 0.7 0.0 0.0 0.7 -0.1
H20 2008 2.8 2.8 0.6 0.6 -2.2 2008 1.1 1.0 3.0 0.0 0.0 3.0 0.7 0.0 0.0 0.7 -2.3
H21 2009 3.7 3.7 0.6 0.6 -3.1 2009 1.1 1.0 4.1 0.0 0.0 4.1 0.7 0.0 0.0 0.7 -3.4
H22 2010 2.8 2.8 0.6 0.6 -2.2 2010 1.0 1.0 3.0 0.0 0.0 3.0 0.7 0.0 0.0 0.7 -2.3
H23 2011 4.8 4.8 0.6 0.6 -4.2 2011 1.0 1.0 4.8 0.0 0.0 4.8 0.6 0.0 0.0 0.6 -4.2
H24 2012 14.2 14.2 0.6 0.6 -13.6 2012 1.0 1.0 13.7 0.0 0.0 13.7 0.6 0.0 0.0 0.6 -13.1
H25 2013 14.2 14.2 0.9 0.9 -13.2 2013 0.9 1.0 13.1 0.0 0.0 13.1 0.9 0.0 0.0 0.9 -12.2
H26 2014 41.0 41.0 0.9 0.9 -40.1 2014 0.9 1.0 36.5 0.0 0.0 36.5 0.8 0.0 0.0 0.8 -35.6
H27 2015 41.0 41.0 2.0 2.0 -39.0 2015 0.9 1.0 35.1 0.0 0.0 35.1 1.7 0.0 0.0 1.7 -33.3
H28 2016 7.5 7.5 7.1 1.8 8.9 1.4 2016 0.8 1.0 6.2 0.0 0.0 6.2 5.8 1.5 0.0 7.3 1.2
H29 2017 7.9 7.9 7.1 1.8 8.9 1.0 2017 0.8 1.0 6.2 0.0 0.0 6.2 5.6 1.4 0.0 7.1 0.8
H30 2018 5.6 5.6 7.1 1.8 8.9 3.4 2018 0.8 1.0 4.2 0.0 0.0 4.2 5.4 1.4 0.0 6.8 2.6

H31供用 2019 1 0.0 16.8 1.8 18.7 18.7 2019 1 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.3 1.3 0.0 13.6 13.6
H32 2020 2 0.0 16.8 2.0 18.8 18.8 2020 2 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8 1.4 0.0 13.2 13.2
H33 2021 3 0.0 16.8 2.0 18.8 18.8 2021 3 0.7 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.4 1.3 0.0 12.7 12.7
H34 2022 4 0.0 16.8 2.0 18.8 18.8 2022 4 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.9 1.3 0.0 12.2 12.2
H35 2023 5 0.0 16.8 2.0 18.8 18.8 2023 5 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.5 1.2 0.0 11.7 11.7
H36 2024 6 0.0 16.8 2.0 18.8 18.8 2024 6 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.1 1.2 0.0 11.3 11.3
H37 2025 7 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2025 7 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.7 1.2 0.0 10.9 10.9
H38 2026 8 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2026 8 0.6 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.4 1.1 0.0 10.5 10.5
H39 2027 9 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2027 9 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 9.0 1.1 0.0 10.1 10.1
H40 2028 10 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2028 10 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.6 1.0 0.0 9.7 9.7
H41 2029 11 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2029 11 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.3 1.0 0.0 9.3 9.3
H42 2030 12 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2030 12 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 8.0 1.0 0.0 9.0 9.0
H43 2031 13 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2031 13 0.5 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.7 0.9 0.0 8.6 8.6
H44 2032 14 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2032 14 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.4 0.9 0.0 8.3 8.3
H45 2033 15 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2033 15 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 7.1 0.9 0.0 8.0 8.0
H46 2034 16 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2034 16 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.8 0.8 0.0 7.7 7.7
H47 2035 17 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2035 17 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.6 0.8 0.0 7.4 7.4
H48 2036 18 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2036 18 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.3 0.8 0.0 7.1 7.1
H49 2037 19 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2037 19 0.4 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 6.1 0.7 0.0 6.8 6.8
H50 2038 20 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2038 20 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 5.8 0.7 0.0 6.5 6.5
H51 2039 21 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2039 21 0.3 1.0 0.0 1.2 0.0 1.2 5.6 0.7 0.0 6.3 5.1
H52 2040 22 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2040 22 0.3 1.0 0.0 1.2 0.0 1.2 5.4 0.7 0.0 6.1 4.9
H53 2041 23 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2041 23 0.3 1.0 0.0 1.1 0.0 1.1 5.2 0.6 0.0 5.8 4.7
H54 2042 24 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2042 24 0.3 1.0 0.0 1.1 0.0 1.1 5.0 0.6 0.0 5.6 4.5
H55 2043 25 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2043 25 0.3 1.0 0.0 1.0 0.0 1.0 4.8 0.6 0.0 5.4 4.3
H56 2044 26 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2044 26 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.6 0.6 0.0 5.2 5.2
H57 2045 27 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2045 27 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.4 0.5 0.0 5.0 5.0
H58 2046 28 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2046 28 0.3 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.3 0.5 0.0 4.8 4.8
H59 2047 29 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2047 29 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.1 0.5 0.0 4.6 4.6
H60 2048 30 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2048 30 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.9 0.5 0.0 4.4 4.4
H61 2049 31 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2049 31 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.8 0.5 0.0 4.3 4.3
H62 2050 32 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2050 32 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.6 0.4 0.0 4.1 4.1
H63 2051 33 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2051 33 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.5 0.4 0.0 3.9 3.9
H64 2052 34 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2052 34 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.4 0.4 0.0 3.8 3.8
H65 2053 35 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2053 35 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.2 0.4 0.0 3.6 3.6
H66 2054 36 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2054 36 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.1 0.4 0.0 3.5 3.5
H67 2055 37 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2055 37 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.0 0.4 0.0 3.4 3.4
H68 2056 38 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2056 38 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.9 0.3 0.0 3.2 3.2
H69 2057 39 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2057 39 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.8 0.3 0.0 3.1 3.1
H70 2058 40 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2058 40 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.7 0.3 0.0 3.0 3.0
H71 2059 41 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2059 41 0.2 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.6 0.3 0.0 2.9 2.9
H72 2060 42 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2060 42 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.5 0.3 0.0 2.8 2.8
H73 2061 43 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2061 43 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.4 0.3 0.0 2.7 2.7
H74 2062 44 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2062 44 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.3 0.3 0.0 2.6 2.6
H75 2063 45 0.0 16.8 2.0 18.9 18.9 2063 45 0.1 1.0 0.0 0.0 0.0 0.0 2.2 0.3 0.0 2.5 2.5
H76 2064 46 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2064 46 0.1 1.0 0.0 0.5 0.0 0.5 2.1 0.3 0.0 2.4 1.9
H77 2065 47 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2065 47 0.1 1.0 0.0 0.4 0.0 0.4 2.0 0.2 0.0 2.3 1.8
H78 2066 48 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2066 48 0.1 1.0 0.0 0.4 0.0 0.4 1.9 0.2 0.0 2.2 1.8
H79 2067 49 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2067 49 0.1 1.0 0.0 0.4 0.0 0.4 1.9 0.2 0.0 2.1 1.7
H80 2068 50 3.6 3.6 16.8 2.0 18.9 15.2 2068 50 0.1 1.0 0.0 0.4 0.0 0.4 1.8 0.2 0.0 2.0 1.6

217.6 36.4 0.0 254.0 871.7 106.6 0.0 978.3 724.3 242.3 7.7 0.0 250.0 299.9 37.2 0.0 337.1 87.1合　計 合　計

社会的
割引率

建設デフ
レータ

費用

純便益
（B-C）

割　　引　　後
費用

※各年度の建設費より消費税額を控除している（平成9年度（1997）以降：5％）

年度
施設供
用期間

割　　引　　前

年度
施設供
用期間

2
3



【参考資料３】

宇部港本港地区航路・泊地整備事業

費用便益の概要

便益

単位当りの便益
項目 区分

単位 備考 単位

利用者便益
船舶の大型化による、海上輸送コ
スト削減便益（芝中西1号岸壁）

2,009 円／トン・年 船舶の大型化による、海上輸送コスト削減 16.8 億円/年

利用者便益
船舶の大型化による、海上輸送コ
スト削減便益（芝中西2号岸壁）

132 円／トン・年 船舶の大型化による、海上輸送コスト削減 0.1 億円/年

利用者便益
輸送貨物の陸上輸送コスト削減便
益（芝中西2号岸壁）

2,070 円／トン・年 輸送貨物の陸上輸送コスト削減便益 1.8 億円/年

費用

　費用項目

　事業の対象施設 航路（-13m)、泊地（-13m)、泊地（-12m)

便益（代表年）

建設費、管理運営費

2
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【参考資料４－１】

〔船舶の大型化による、海上輸送コスト削減便益〕

≪芝中西1号岸壁(-13m)≫

■鉱産品（石炭）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 10,000 40,000

１隻当たり積載量(㌧) ③ 10,000 40,000

年間寄港回数（回/年） ④ 8 2

航行距離(海里) ⑤

日本までの航海日数 ⑥

一日当たりの海上輸送費用原単位（千円/日・隻） ⑦ 1,629 2,954

海上輸送費用(百万円/年) ⑧ 182.4 82.7

海上輸送による輸送費用削減便益（百万円/年） ⑩

■鉱産品（ブリケット）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 10,000 40,000

１隻当たり積載量(㌧) ③ 10,000 40,000

年間寄港回数（回/年） ④ 24 6

航行距離(海里) ⑤

日本までの航海日数 ⑥

一日当たりの海上輸送費用原単位（千円/日・隻） ⑦ 1,629 2,954

海上輸送費用(百万円/年) ⑧ 703.7 319.0

海上輸送による輸送費用削減便益（百万円/年） ⑩

■林産品（ＰＫＳ）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 10,000 40,000

１隻当たり積載量(㌧) ③ 10,000 40,000

年間寄港回数（回/年） ④ 10 3

航行距離(海里) ⑤

日本までの航海日数 ⑥

一日当たりの海上輸送費用原単位（千円/日・隻） ⑦ 1,629 2,954

海上輸送費用(百万円/年) ⑧ 293.2 159.5

海上輸送による輸送費用削減便益（百万円/年） ⑩

 港湾の施設の技術上の基準・同解説より

①/③

△：単年度計算

備考

78,000

2,091 ベトナム(ホーチミン港)

企業ヒアリングより

 港湾の施設の技術上の基準・同解説より

①/③

備考

100,000

133.7

インドネシア（ジャカルタ港）

18 企業ヒアリングより（往復）

without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（4.0万DWT）
出典：港湾投資の評価に関する解説書2011

without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（4.0万DWT）
出典：港湾投資の評価に関する解説書2011

④*⑥*⑦/1,000

①/③

インドネシア（ジャカルタ港）

備考

　航路・泊地を整備することにより、標準船型船舶の入港が可能となるため、大型船舶を利用することによる海上輸送コストの削減ができる。
　なお、対象施設は芝中西1号岸壁(-13m)、芝中西2号岸壁(-12m)とする。
　需要予測は、対象施設を使用している（する予定の）企業からヒアリングから行っている。

○芝中西1号岸壁(-13m)
【WITHOUT時】
・利用船舶：10,000DWT
【WITH時(-13m)】
・利用船舶：40,000DWT

○芝中西2号岸壁(-12m)
【WITHOUT時】
・利用船舶：20,000DWT
【WITH時(-12m)】
・利用船舶：30,000DWT

　以上、プロジェクトの実施により、輸送費用が16.84億円／年削減可能となる。
　

without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（4.0万DWT）
出典：港湾投資の評価に関する解説書2011

④*⑥*⑦/1,000

△：単年度計算384.7

14

企業ヒアリングより240,000

企業ヒアリングより（往復）

④*⑥*⑦/1,000

△：単年度計算99.7

 港湾の施設の技術上の基準・同解説より

18 企業ヒアリングより（往復）

2,924

企業ヒアリングより

2,924
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【参考資料４－１】
■鉱産品（原塩）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 10,000 40,000  港湾の施設の技術上の基準・同解説より

１隻当たり積載量(㌧) ③ 10,000 40,000

年間寄港回数（回/年） ④ 11 3

航行距離(海里) ⑤

日本までの航海日数 ⑥

一日当たりの海上輸送費用原単位（千円/日・隻） ⑦ 1,629 2,954

海上輸送費用(百万円/年) ⑧ 394.2 195.0

海上輸送による輸送費用削減便益（百万円/年） ⑩

■化学工業品（硫安）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 10,000 40,000

１隻当たり積載量(㌧) ③ 10,000 40,000

年間寄港回数（回/年） ④ 31 8

航行距離(海里) ⑤

日本までの航海日数 ⑥

一日当たりの海上輸送費用原単位（千円/日・隻） ⑦ 1,629 2,954

海上輸送費用(百万円/年) ⑧ 1616.0 756.2

海上輸送による輸送費用削減便益（百万円/年） ⑩

≪芝中西2号岸壁(-12m)≫

■コンテナ（韓国航路・輸出）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 20,000 30,000  港湾の施設の技術上の基準・同解説より

輸送距離（海里） ③ 139 139

速力（ノット/時） ④ 18.2 19.4

積載コンテナ個数（個/隻） ⑤ 924 1,422

１航海当たりの片道輸送日数（日） ⑥ 1 1

年間コンテナ個数（TEU/年） ⑦ 1,781 1,781

コンテナ１個当たりの海上輸送費用（円/TEU） ⑧ 17,075 14,655

年間海上輸送費用(千円/年) ⑧ 30,411 26,101

■コンテナ（韓国航路・輸入）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 20,000 30,000  港湾の施設の技術上の基準・同解説より

輸送距離（海里） ③ 139 139

速力（ノット/時） ④ 18.2 19.4

積載コンテナ個数（個/隻） ⑤ 924 1,422

１航海当たりの片道輸送日数（日） ⑥ 1 1

年間コンテナ個数（TEU/年） ⑦ 874 874

コンテナ１個当たりの海上輸送費用（円/TEU） ⑧ 17,075 14,655

年間海上輸送費用(千円/年) ⑧ 14,924 12,808

①/（18.3㌧/TEU）

⑦×⑧/1,000

船舶大型化による輸送費用削減便益（千円/年） 2,115 △：単年度計算

備考

15,994 企業ヒアリングより

①/（18.3㌧/TEU）

⑦×⑧/1,000

船舶大型化による輸送費用削減便益（千円/年） 4,310 △：単年度計算

備考

32,577 企業ヒアリングより

859.7 △：単年度計算

32 企業ヒアリングより（往復）

without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（4.0万DWT）
出典：港湾投資の評価に関する解説書2011

④*⑥*⑦/1,000

アメリカ（ロサンゼンルス港）

備考

310,000 企業ヒアリングより

①/③

5,302

 港湾の施設の技術上の基準・同解説より

199.3

22 企業ヒアリングより（往復）

without：マニュアル値（1.0万DWT）
with：マニュアル値より推定（4.0万DWT）
出典：港湾投資の評価に関する解説書2011

△：単年度計算

107,000 企業ヒアリングより

3,502

④*⑥*⑦/1,000

①/③

オーストラリア（ダンピア港）

備考

26



【参考資料４－２】

〔中国航路輸送貨物の陸上輸送コスト削減便益〕

芝中西2号岸壁(-12m)

■コンテナ北九州港貨物（帰り荷無・輸出）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 北九州港 宇部港

陸上輸送距離(km) ③ 96 10

速力（km/時） ④ 34.5 34.5

年間コンテナ個数（TEU/年） ⑤ 3,382 3,382

コンテナ１個当たりの陸上輸送費用（円/TEU） ⑥ 64,410 20,140

年間陸上輸送費用(千円/年) ⑦ 217,835 68,113

■コンテナ北九州港貨物（帰り荷有・輸出）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 北九州港 宇部港

陸上輸送距離(km) ③ 48 5

速力（km/時） ④ 34.5 34.5

年間コンテナ個数（TEU/年） ⑤ 719 719

コンテナ１個当たりの陸上輸送費用（円/TEU） ⑥ 39,800 16,990

年間陸上輸送費用(千円/年) ⑦ 28,616 12,216

■コンテナ北九州港貨物（帰り荷有・輸入）

without時 with時

年間貨物量（トン/年） ①

利用船舶（DWT) ② 北九州港 宇部港

陸上輸送距離(km) ③ 48 5

速力（km/時） ④ 34.5 34.5

年間コンテナ個数（TEU/年） ⑤ 719 719

コンテナ１個当たりの陸上輸送費用（円/TEU） ⑥ 39,800 16,990

年間陸上輸送費用(千円/年) ⑦ 28,616 12,216

備考

13,145

陸上輸送による輸送費用削減便益（千円/年） 16,400

⑤×⑥/1000

△：単年度計算

片道距離

①/（18.3㌧/TEU）

陸上輸送による輸送費用削減便益（千円/年） 149,721

備考

往復距離

①/（18.3㌧/TEU）

企業ヒアリングより

⑤×⑥/1000

△：単年度計算陸上輸送による輸送費用削減便益（千円/年） 16,400

片道距離

①/（18.3㌧/TEU）

　中国航路開設に向けた取組みを進めており、航路・泊地の増深を期に、現在他港を利用しているコンテナの陸上輸送費用が削減さ
れる。
　
【WITHOUT時】
・宇部港から北九州港まで陸上輸送
【WITH時】
・宇部港内で陸上輸送
　
　以上、プロジェクトの実施により、輸送費用が1.83億円／年削減可能となる。

企業ヒアリングより13,145

⑤×⑥/1000

△：単年度計算

備考

61,889 企業ヒアリングより
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【参考資料５】

宇部港本港地区航路・泊地整備事業 【再評価】

（１）事業費

 全体事業費
（億円）

 残事業費
（億円）

工事費 205.4 126.9

泊地（-12m） 2.9 2.9

浚渫工 55,000 m3 2.9 2.9

泊地（-13m） 60.5 23.3

浚渫工 1,462,000 m3 60.5 23.3

航路（-13m） 141.9 100.7

浚渫工 4,230,000 m3 141.9 100.7

用地費及補償費 5.0 3.0

 用地費 1  式

 補償費 1  式 5.0 3.0

間接経費 18.0 8.0

合計 228.4 137.9

※港湾請負工事積算基準及び類似事業箇所の実績より算出している。

（２）管理運営費

金額
（億円）

1 式 36.4

※供用後、50年間で２回の維持浚渫費用を計上

管理運営費

項目  数量

項目 数量

28



宇部港本港地区航路・泊地整備事業

〔山口県への意見照会と回答〕

29
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（別紙）

【河川事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

小瀬川総合水系環境整備事業 継続

【港湾事業】

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

宇部港本港地区航路・泊地
整備事業

継続

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（原案）を作成するためのものです。

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る
　対応方針（原案）を作成するためのものです。
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